
 

令和６年度当初予算の概要  

 

環  境  部  



１　一般会計

A B C=A+B D F G=D+E+F B-F （％） C-G （％） 国支出金 地方債 その他

令和６年度当初予算(案）

令和５年度

令和４年度
１２月補正

予算額
(経済対策)

－

－

－ 875,314

401,754

1,869,861

４
款
　
　
環
境
費

271,322 895,900 517,840 2,052,161計 77,056 3,737,223 3,814,279 87,000 89,867 102.499,811 102.7

87,000     69.3

3,724,4123,637,412

490,483 577,483 △ 150,702 74,029 58,300 30,131

160,225

177,321

184,536△ 40,874

△ 160,646

461,700

４目
自然環境費

77,056     339,781 416,837 72.2

95.3 △ 40,874 95.3 27,979

375,900

0

178.2 314,310

1,407,121

２目
環境保全費

－ 716,064 716,064 3,665 307,494178.2

1,846,938 140,309

29,005

1,869,861

401,754

98.8

314,310

834,440 875,314

1,846,938

３目
廃棄物対策費

－ 834,440

１目
環境総務費

－

（単位：千円）

当初予算 16か月予算

増減額 B/F
特　　定　　財　　源

増減額

299,508△ 22,923

合計
(16か月予算)

 総括表

△ 22,923 98.8

令和６年度
当初予算額

令和５年度
当初予算額

合計
(16か月予算) C/G

一般財源

款(項)名 目　名

令和６年度 比較

令和６年度当初予算の財源内訳令和５年度
１２月補正

予算額
(経済対策)
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令 和 ６ 年 度 当 初 予 算 （ 案 ） に お け る 主 要 事 業 の 概 要  

（単位：千円） 

課  名 

科  目 新規 

継続 
事 項 名 

６ 年 度 

予 算 額 

５年 度 

予 算 額 
事 業 の 概 要 

款 項 目 

 

環 境 政 策 課

  

 

４ 

 

１ 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

一部

新規 

 

アジア自治体間 

環境協力推進費 

 

31,844 

 

 

20,518 

 

 

１ 目  的 

   友好提携地域等の環境問題の解決に資するため、本県の環境技

術やノウハウ等を活用して環境協力事業を行う。 

 

２ 事業概要 

（１）国際環境人材育成研修                    10,781 

べトナム、タイ、中国、インドの環境分野の行政官を対象とし

た研修の実施 

          

（２）国際環境協力事業                         10,127 

・ベトナム（中央政府）福岡方式処分場（フエ省）の整備及び  

３Ｒ啓発の支援 

           （ハノイ市）県内企業と連携した環境技術導入支援  

・タイ  （中央政府）大気汚染対策に関する支援 

・中国   （江蘇省）南京環境展示会での県内企業の紹介 

・インド（デリー準州）大気汚染対策に関する支援  

 

○新 （３）バンコク都におけるごみ減量化支援事業       10,936 

ごみの減量化についてバンコク都が行う住民意識啓発への支 

援や再資源化の仕組みづくりに関する技術指導を実施 
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令 和 ６ 年 度 当 初 予 算 （案） に お け る 主 要 事 業 の 概 要 

（単位：千円） 

課  名 
科  目 新規 

継続 
事 項 名 

６ 年 度

予 算 額 

５ 年 度

予 算 額 
事 業 の 概 要 

款 項 目 

環境保全課  ４ 

 

 

 

 

１ ２ 新規 

 

太陽光発電設

備等共同購入

推進費 

 

6,733 

 

0 

 

１ 目  的 

スケールメリットにより太陽光発電設備等の購入費用を低減する仕組み（共同購

入）を構築し、家庭や企業における太陽光発電設備の導入促進を図る。 

２ 事業概要 

共同購入による太陽光発電設備等の導入促進              6,733 

太陽光発電設備等の購入希望者を募り、施工事業者の選定や施工管理を行う実施事業者を

公募、選定の上、事業に関する広報を実施 

協定を締結した実施事業者が、共同購入により太陽光発電設備等の購入価格を低減し、住

宅等への導入を促進  

［共同購入の対象設備］ 

 太陽光発電 蓄電池 

家庭向け 対象（発電容量10kW未満） 対象 

企業向け 対象（発電容量10kW以上） 対象 
 

環境保全課  ４ １ ２ 新規 福岡カーボン

クレジット活

用促進費 

12,172 

 

0 

 

１ 目  的 

国が認証する「J-クレジット制度※」により家庭等のCO2排出削減量の取引を行い、

その収益を県有施設への植樹など地球温暖化対策に資する取組に活用し、脱炭素型

ライフスタイルの意識醸成を図る。 

※J-クレジット制度 

・太陽光発電設備や省エネ設備の導入によるCO2の排出削減量等を取引可能な「クレジット

（環境価値）」として国が認証する制度 

２ 事業概要 

国の「J-クレジット制度」を活用した家庭のCO₂排出削減量取引    12,172 

太陽光発電設備を導入した家庭等（加入日時点で過去２年以内に設置）を対象に「福岡カ

ーボンクレジット俱楽部（仮称）」への参加者を募集 

参加者のCO2の排出削減量を集約し、国の認証を受けた「クレジット」として公募等で販売 

※共同購入（家庭向け）により設備導入した者は、倶楽部への加入が必須 

    

共同購入のスキーム図 

J-クレジット制度のスキーム図 
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令 和 ６ 年 度 当 初 予 算 （ 案 ） に お け る 主 要 事 業 の 概 要  

（単位：千円） 

課  名 
科  目 新規 

継続 
事 項 名 

６ 年 度 

予 算 額 

５ 年 度 

予 算 額 
事 業 の 概 要 

款 項 目 

環 境 保 全 課 ２ 

外 

１ １ 継続 

 

県有施設 

再エネ・ 

省エネ 

推進費 

債務負担行為 

721,748 

 

 

 

31,888 

449,587 

 

 

 

0 

１ 目  的 

「2050年カーボンニュートラル」の目標を達成するため、福岡県環境保全実行計

画に基づき、県有施設への太陽光発電設備導入を進める。 

２ 事業概要 

県有施設への太陽光発電設備の導入 

（１）太陽光発電設備導入事業（環境省「再エネ交付金」事業） 721,748 

（各財産管理課に計上） 

    令和５年度に着手した環境省の「地域脱炭素・再エネ推進交付金」を活用した太陽光発電

設備の導入について、引き続き実施（計５３施設。令和６年度は設計・施工３５施設）。 

（２）太陽光発電設備導入事業（総務省「脱炭素事業債」事業） 376,160 

（環境保全課に計上） 

県有施設への太陽光発電設備導入を加速化させるため、総務省の「脱炭素化推進事業債」

を活用し、設計・施工一括発注方式により、３２の県有施設で整備を実施。 

（各財産管理課に計上） 

    

４ １ ２ 継続 県有施設  

再エネ・ 

省エネ 

推進費 

債務負担行為  

376,160 

 

 

 

578,242 

 

0 

 

 

 

0 

 

（環境保全課に計上） 

    

環 境 保 全 課  ４ １ ２ 新規 騒音・振動規

制 区 域 図

デジタル化

事業費 

11,995 0 １ 目  的 

騒音規制法・振動規制法に基づく「規制区域図」を、地理情報システム（ＧＩＳ）を利用し

てデジタル化し、ＷＥＢ上で公開する。 

これまで県又は市町村の窓口において確認する必要があった「規制区域図」をＷＥＢ上で確

認可能とすることにより、県民･事業者の利便性向上（情報収集の効率化）を図るとともに、県

及び市町村における事務の効率化（窓口対応時間の削減）を図る。 

２ 事業概要 

騒音･振動に係る規制区域図のデジタル化費用   11,995 

・これまで紙媒体により閲覧に供していた「規制区域図」を、地理情報システム

（ＧＩＳ）を利用してデジタル化 

・デジタル化した「規制区域図」をＷＥＢ上で公開 
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令 和 ６ 年 度 当 初 予 算 （ 案 ） に お け る 主 要 事 業 の 概 要  

（単位：千円） 

課  名 
科  目 新規 

継続 
事 項 名 

６ 年 度 

予 算 額 

５ 年 度 

予 算 額 
事 業 の 概 要 

款 項 目 

 

環 境 保 全 課  

 

４ 

 

１ 

 

２ 

 

新規 

 

ＡＩ技術を

活用した 

大気汚染 

予測情報 

発信費 

 

13,583 

 

0 

１ 目  的 

県保健環境研究所が開発した「ＡＩ技術を活用した大気汚染予測システム」を用いて大気汚

染物質の濃度予測シミュレーションを行い、その予測結果を大気汚染予報として、広く県民･

事業者にＷｅｂ公開・ＳＮＳ配信する。 

大気汚染予報を、運動や外出など県民行動の参考としてもらうほか、工場等の操業計画の参

考としてもらうことにより、県民の安全・安心を守る取組を更に強化する。 

 

２ 事業概要 

（１）ＡＩ技術を活用した大気汚染予測システムの運用及び予測精度の向上  6,276 

・大気汚染予測システムにＡＩプログラムを導入し、予測精度の向上を図る。 

・大気汚染予測システムにより、大気汚染物質の濃度予測を行う。 

予測項目: 光化学オキシダント、微小粒子状物質(PM2.5)、二酸化硫黄 

予測地域: 県内４地域別に予測（北九州，福岡，筑後，筑豊） 

予測時間: 当日から３日先までの６時間毎の予測 

（２）ＳＮＳへの自動配信など情報発信システムの構築          7,307 

・大気汚染予測システムによる大気汚染物質の濃度予測結果（大気汚染予報）を、自動

でＷｅｂ公開・ＳＮＳ配信するシステムを構築し運用する。 

 

３ 備  考 

大気汚染物質の濃度予測シミュレーションを都道府県独自に実施し、３日先までの予測結

果を常時公表するのは福岡県が全国初。 

  

10 120光化学オキシダント[ppb]

（大気汚染物質の濃度予測） 

大気汚染予測システム 
（AI を導入） 

SNS配信 

（県民・事業者） 
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令 和 ６ 年 度 当 初 予 算 （ 案 ） に お け る 主 要 事 業 の 概 要  

（単位：千円） 

課  名 
科  目 新規 

継続 
事 項 名 

６ 年 度 

予 算 額 

５ 年 度 

予 算 額 
事 業 の 概 要 

款 項 目 

 

循 環 型 社 会 

推 進 課 

 

４ 

 

１ 

 

１ 新規 市町村における

プラスチック分

別収集・再資源化

支援事業費 

17,988 0 

 

１ 目  的 
プラスチック資源循環法により市町村の努力義務とされた製品プラス

チックの再資源化について、複数市町村が連携した実施体制を構築し、
県内市町村によるプラスチック資源循環の取組を促進する。 

 

２ 事業概要 
（１）分別収集・再資源化実証に係る市町村への補助     6,028 

製品プラスチックの分別収集、中間処理、再資源化までの一連 
の工程の実証に要する経費を補助 

（２）再資源化体制構築に向けた検討支援          11,960 
複数市町村、民間事業者とともに検討会を設置し、製品プラス 

チックの中間処理・再資源化を実施する体制の検討を支援 

 

循 環 型 社 会 

推 進 課 

 

４ 

 

１ 

 

１ 新規 先進的プラスチ

ック代替製品開

発支援費 

15,455 0 

 

１ 目  的 
バイオプラスチック等を活用した先進的なプラスチック代替製品の開

発を支援し、製品の種類を増やすことにより、石油由来プラスチックの
使用削減につなげる。 

 

２ 事業概要 
プラスチック代替製品開発への補助          15,455 
県内中小企業が取り組む先進的なプラスチック代替製品の開発に要する

経費を補助 
  〔補助上限額〕5,000千円 〔補助率〕1/2以内 

 

再資源化 分別収集 中間処理 

A 市 

B町 

C村 
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令 和 ６ 年 度 当 初 予 算 （ 案 ） に お け る 主 要 事 業 の 概 要  

（単位：千円） 

課  名 
科  目 新規 

継続 
事 項 名 

６ 年 度 

予 算 額 

５ 年 度 

予 算 額 
事 業 の 概 要 

款 項 目 

 

循 環 型 社 会 

推 進 課  

 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

 

１ 

 

新規 

 

使用済ＥＶ

バッテリー

資源循環モ

デル構築事

業費 

 

14,505 

 

0 

 

 

１ 目  的 

電気自動車（ＥＶ）の普及を見据え、全国に先駆け、使用済バッテリーをリユース・

リサイクルする資源循環モデルを構築する。 

 

 

２ 事業概要 

ＥＶバッテリー資源循環推進のための研究会の設置                 14,505 

  リユースやリサイクルの関係事業者が参画する研究会を設置し、資源循環モデル  

の構築に向けた検討を実施。 ※商工部と連携 

 

①リユース・リサイクルの各工程における課題分析や県内企業の技術の把握 

 

②ビジネスモデルの検討及びロードマップの策定、実証プロジェクトの構想立案 

 

③中古バッテリーを用いた県内企業向け技術勉強会の開催 

 

  

バッテリー取り外し、
性能診断

リユース（再エネ用蓄電池等）リサイクル（レアメタルの抽出）

ＥＶバッテリーに
再利用

ＥＶ

○資源循環モデルのイメージ 
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令 和 ６ 年 度 当 初 予 算 （ 案 ） に お け る 主 要 事 業 の 概 要  

（単位：千円） 

課  名 
科  目 新規 

継続 
事 項 名 

６ 年 度 

予 算 額 

５ 年 度 

予 算 額 
事 業 の 概 要 

款 項 目 

 

廃 棄物 対策課 

 

４ 

 

１ 

 

３ 

 

 

継続  

 

浄 化 槽 整 備 

促 進 費 

 

490,951 

 

 

490,951 

 

 

１ 目  的 

生活環境の改善と公共用水域の水質保全のため、計画的な浄化  

槽の整備を図る。 

 

２ 事業概要 

  (1)浄化槽設置を促進する市町村への助成等      490,951 

①個人設置型浄化槽の整備促進        (464,585) 

・各家庭が行う浄化槽設置に対する補助 

・浄化槽維持管理適正化事業（法定検査受検促進、台帳整 

備等） 

②市町村設置型浄化槽の整備促進        (26,366) 

・市町村が行う浄化槽設置に対する補助 

 

本県における浄化槽整備補助基数と汚水処理人口普及率の推移 

 R1 R2 R3 R4 R5 合計 

浄化槽整備
補助基数 

2,719 2,331 2,408 2,346 2,626 12,430 

汚水処理人
口普及率 

93.0％ 93.4％ 93.9％ 94.3％   

 
※ R5は見込み。 
※ 汚水処理人口普及率は、各年度末の汚水処理施設（下水道、浄化槽、農業 
集落排水等）の処理人口を総人口に対する割合でみたもの。 
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令 和 ６ 年 度 当 初 予 算 （ 案 ） に お け る 主 要 事 業 の 概 要  

（単位：千円） 

課  名 
科  目 新規 

継続 
事 項 名 

６ 年 度 

予 算 額 

５ 年 度 

予 算 額 
事 業 の 概 要 

款 項 目 

 

廃 棄 物 対 策 課 

 

４ 

 

 

 

 

１ 

 

３ 

 

 

新規 

 

海岸漂着ごみ・ 

クリーンアップ
大作戦事業費 

 

19,684 

 

2,490 

 

１  目   的  

日韓海峡沿岸８県市道による海岸一斉清掃を実施するとともに、地域住

民を中心としたビーチクリーニング大会を開催し、そこで回収した漂着ご

みを使ったアート作品の制作・展示を通じて、より多くの県民の、海の環

境保全やプラスチックごみ削減への意識を高める。 

 

２  事業概要                           

（１）日韓海峡沿岸８県市道による海岸漂着ごみ一斉清掃   2,571 

統一日程で海岸清掃を行うことにより、海の環境美化に対する意識啓 

発を実施 

 

（２）ビーチクリーニング大会の開催及びアート制作    17,113 

・ 県内３箇所（「玄界灘・響灘沿岸地域」、「周防灘沿岸地域」、「有明

海沿岸地域」）でビーチクリーニング大会を開催 

・  ビーチクリーニング各会場の状況（漂着ごみの現状、ビーチク

リーニングの様子）等を撮影、一編の啓発動画を制作 

・  漂着ごみを使ったアートを制作するワークショップの開催

及びイベントでの展示  

 

 

 

 

 

循 環 型 社 会 

推 進 課 

 

４ 

 

１ 

 

１ 

 

海岸清掃の様子 
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令 和 ６ 年 度 当 初 予 算 （ 案 ） に お け る 主 要 事 業 の 概 要  

（単位：千円） 

課  名 
科  目 新規 

継続 
事 項 名 

６ 年 度 

予 算 額 

５ 年 度 

予 算 額 
事 業 の 概 要 

款 項 目 

 

自然環境課 

 

４ 

 

１ 

 

４ 

 

新規 

 

生物多様性に関 

するワンヘルス 

教 育 推 進 費 

 

 

 

6,780 

 

 

0 

 

 

１ 目  的 

ワンヘルスの取組の一つである「生物多様性の保全」をテーマに、屋外

ワンヘルス体験学習・研究ゾーン（生態園）を活用したワンヘルス教育プ

ログラムを策定し、小学生に自然とのふれあいの中で生物多様性に関する

理解を深めてもらう。 

２ 事業概要 

（１）生物多様性に関するワンヘルス教育プログラムの作成  1,214 

生物多様性に関するワンヘルス教育検討委員会を設置し、教育  

プログラムを作成  

 

（２）教育プログラムの教育効果を高める教材の作成         5,548 

教育プログラムの実施に際し、使用する教材（解説動画、動植  

物の３Ｄデジタル標本、水辺生物図鑑等）を作成  

 

（３）教育プログラムを活用するための研修会の開催           18 

［講 師］県保健環境研究所研究員  

［対 象］みやま市小学校教員  

［回 数］２回（令和６年８月、１２月）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和９年度にみやま市に完成予定の 

屋外ワンヘルス体験学習・研究ゾーン（生態園） 

森林エリア 

掘割エリア 

ため池 草原エリア 
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令 和 ６ 年 度 当 初 予 算 （ 案 ） に お け る 主 要 事 業 の 概 要  

（単位：千円） 

課  名 
科  目 新規 

継続 
事 項 名 

６ 年 度 

予 算 額 

５ 年 度 

予 算 額 
事 業 の 概 要 

款 項 目 

 

自然環境課 

 

４ 

 

１

  

 

４ 

 

一部 

新規 

 

特定外来生物 

対 策 費 

 

 

 

30,622 

 

 

8,824 

 

 

１ 目  的 

「福岡県アライグマ防除実施計画」に基づき、県・市町村・地域

が一体となったアライグマの捕獲体制を整備するとともに、捕獲

情報分析システムの構築により効果的な捕獲の推進を図る。 

 

２ 事業概要                      

○新 （１）県･市町村･地域が一体となったアライグマ捕獲の推進 24,575 

①アライグマ専用捕獲器の無償貸与 

    防除実施計画に参加する市町村の捕獲を支援するためアラ

イグマ専用捕獲器（200器）を市町村に無償貸与  

②捕獲個体の処分体制の整備  

     捕獲個体の処分を県内で実施  

 

○新 （２）アライグマ捕獲情報分析システムの構築       3,028 

   捕獲情報を基に、生息密度や捕獲を重点的に行う地域等を分

析するための電子地図システムを構築 ※農林水産部と連携 

 

（３）アライグマ防除講習会の開催等           2,498 

    県内４地区（福岡、北九州、筑豊、筑後）で各２回実施し、

防除従事者を育成 

 

（４）特定外来生物防除対策検討委員会の開催等            521 

    アライグマを含む特定外来生物対策を検討 

 

【特定外来生物アライグマ】 【アライグマ専用捕獲器】 
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